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売上高はほぼ前年同期並みでしたが、営業利益、経常利益、四半期純利
益ともに、前年同期を下回りました。

売上総利益は、土木が前年同期に特定の大型工事において大幅に工事損
益が改善した反動で低下しています。会計基準の変更もあり単純比較で
きないものの、連結での開示を開始した平成17年9月期以降の最高益を計
上した前年同期と比べると減収減益となりますが、営業利益、経常利益
とも過去2番目に高い水準を維持しています。

なお、四半期純利益は、前期に繰越欠損金がなくなり、税負担が増加し
たことから、営業利益等に比べ、減少率が大きくなっています。
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前回予想と比べ、売上高はほぼ同額と見込んでおり、建築の工事採算の
改善が見込めるものの、一般管理費が増加する見込みのため営業利益、
経常利益を据え置いています。

当期純利益は、下期に保有株式の売却を予定し、売却益が見込めること
から、10.0％の増加を見込んでいます。

期末配当は、当期純利益の増加により、前回予想の1株当たり97円から、
利益配分の基本方針に基づく個別の配当性向50％相当の1株当たり109円
に増額する予定です。
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資産合計は16,285百万円減の297,577百万円、純資産は311百万円減の
167,412百万円となりました。

流動資産は、有価証券が増加しましたが、受取手形・完成工事未収入金
等の売上債権が減少したことなどにより、20,839百万円減少しました。

固定資産は、投資有価証券の含み益の増加等により、4,553百万円増加し
ました。

流動負債は、支払手形・工事未払金等の仕入債務の減少等により、
20,252百万円減少しました。

自己資本比率は、資産合計が5.2％減少、純資産が0.2％減少し、前期よ
り2.9ポイントアップの56.3％となりました。
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前年同期と比べ、土木は、1,779百万円増の41,609百万円、建築は4,153
百万円減の59,542百万円、合計で、2,373百万円減の101,151百万円とな
りました。

前年同期と比べ、土木は4.5％増、建築は6.5％減、建設事業で2.3％減と
なりましたが、近年の受注高増加に伴い、前年同期に引続き建設事業で
1,000億円超の売上高を計上しています。
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土木は、1,515百万円減の5,240百万円で、4.4ポイントダウンの12.6％、

建築は、237百万円減の7,748百万円で、0.5ポイントアップの13.0％、

合計では、1,752百万円減の12,988百万円で、1.4ポイントダウンの12.8
％となりました。

土木は、前年同期に大幅に工事損益が改善した大型工事があった反動で
利益率が低下しました。

建築は、売上高が減少しましたが、売上総利益率の改善により、ほぼ前
年同期並みの売上総利益を計上しています。

なお、工事損失引当金は、

土木が、完成により615百万円、損失見込み額の減少により208百万円を
取崩し、前期比823百万円減の981百万円、

建築が、完成により20百万円、損失見込み額の減少により220百万円を取
崩し、前期比241百万円減の298百万円、

合わせて、1,064百万円減の1,280百万円となりました。
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不動産事業等の売上高は、不動産事業が322百万円増の2,415百万円、そ
の他が353百万円減の1,975百万円となりました。

その他は、主に奥村機械製作の建設資機材等の製造・販売事業によるも
のです。

売上総利益は、不動産事業が240百万円増の1,816百万円、その他が144百
万円減の234百万円となりました。
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一般管理費は、611百万円増加した8,228百万円となりました。

人件費については、ベースアップや賞与の増加により、390百万円増加し
ました。

人件費以外のその他については、研究開発費や広告宣伝費の増加により
220百万円増となりました。
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営業外収支の黒字幅は、貸倒引当金戻入額203百万円の発生などにより、
270百万円増の975百万円になりました。
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特別損益の黒字幅は、投資有価証券売却益125百万円が発生した前年同期
に比べ、137百万円減少した32百万円となりました。

法人税等については、前年同期は、繰越欠損金があり税負担を低く抑え
ることができていましたが、前期に繰越欠損金はなくなり、当第2四半期
から通常の税負担が発生していることにより、1,130百万円増加した
2,129百万円となりました。
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営業利益は前年同期比25.0％減の6,810百万円、経常利益は20.4％減の
7,786百万円、四半期純利益は36.5％減の5,689百万円となりました。

連結での開示を開始した平成17年9月期以降の最高益を計上した前年同期
と比べると減益となっていますが、営業利益、経常利益とも過去2番目に
高い水準となっています。

なお、四半期純利益は、税負担の増加により、営業利益等に比べ減少率
が大きくなっています。
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営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務等が減少しましたが、
売上債権の減少等により、21,874百万円の黒字、

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の取得等により、
24,591百万円の赤字、

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払い等により、9,168
百万円の赤字になりました。
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売上高は、土木が870億円、建築が1,180億円、合わせて2,050億円、不動
産事業等が100億円、合計2,150億円で、前回予想から土木は10億円増、
建築は30億円減、差引20億円減を見込んでいます。

売上総利益、利益率は、土木が前回予想と同額の110億円、0.2ポイント
ダウンの12.6％、建築が5億円増の130億円、0.7ポイントアップの11.0％
合計で5億円増の240億円、0.3ポイントアップの11.7％、不動産事業等は
前回予想と同額の40億円、40％、全体で5億円増の280億円、0.3ポイント
アップの13.0％と見込んでいます。

建築については、手持工事の採算が改善してきたことから増益を見込ん
でいますが、土木については、前回予想を据え置いています。

一般管理費については、研究開発費や広告宣伝費の増加などにより、5億
円増の180億円を見込んでいます。

したがって、営業利益は、前回予想の100億円を据え置いています。
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営業外収益については、前回予想から変更なく、経常利益も前回予想の
112億円を据え置いています。

特別損益については、下期に保有株式の売却を予定しており、売却益が
見込めることから、投資有価証券売却益を計上し、14億円の黒字を見込
んでいます。

以上により、当期純利益は、前回予想から8億円増加した88億円を見込ん
でいます。

1株当たりの配当額は、前回予想の97円から、利益配分の基本方針に基づ
く個別の配当性向50％相当の109円に増額する予定です。
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土木については、リニア中央新幹線工事を2件受注したこともあり、前年
同期比46.9％増の436億円となりました。

建築については、ほぼ前年同期並みの382億円で、合計では、前年同期を
20.8％上回る819億円となりました。
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土木、建築とも、第2四半期の実績等をもとに、官公庁を減らし、民間を
増やしていますが、土木850億円、建築1,300億円、合計2,150億円を据え
置いています。

通期の受注高予想に対する第2四半期までの進捗率は、土木が51.4％、建
築は29.4％で合わせて38.1％となっていますが、内定済みの案件や営業
中の案件があり、これらを確実に受注に繋げることにより、予想値を達
成できる見込みです。
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